



























































した子は必ずしも夫の子とは限らない。そのため、民法 774 条に「第 772 条の場合において、
夫は、子が嫡出であることを否認することができる。」と規定するのである。これは、すなわ

































湾民法 987 条 10）、そして日本民法 772 条のような「嫡出の推定」11 の規定も設けてある（台
湾民法 1062 条 12）。しかし、台湾は前述したように人権尊重の立場から、その後の民法の改正







分の 2 分の 1 とし、父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続分は父母の双方を同じくす
る兄弟姉妹の 2 分の 1 とする。」と規定する。この 900 条の但書きの前半の嫡出子・非嫡出子
の相続分の等差の規定についての合憲性問題 13 は、日本の最高裁の考え方は次のようである。
「本件規定の立法理由は、法律上の配偶者との間に出生した嫡出子の立場を尊重するととも





なお、900 条 4 号但書き規定の法的性質については、「法定相続分の定めは、遺言による相
続分の指定がない場合などにおいて、補充的に機能する規定である。15」と説明した。































































































五．遺産分割協議と民法 541 条による解除の可否 28
これは、共同相続人間に遺産分割協議が成立した後、相続人の 1 人は他の相続人に対して

































































中国の場合、原則として、養子の年齢は 14 歳未満であること 39。養親の条件は満 35 歳であ
ること 40。人口政策の関係で原則として養子は一人しかできないこと 41。なお、倫理観からの
考慮であろうか、未婚の男性は女子を養子とする場合、その年齢の差は満 40 歳以上であるこ
と 42。また、自分の直系卑属は養子とすることができない 43 などの制限がある。台湾法には、
























































＊　本論文の一部は、著者が北京大学歴史系訪問中（2011 年 3 月 26 日から 31 日まで）の講演会において使用
されたことがある。なお、本文中、法律の名称の前に国の名称を付していない場合は日本法を指す。
【　　】括弧の中の文字は中国語を指す。
1　中国の建国後は婚姻法の制定が 3 回あり、1950 年、1980 年、2001 年の三回である。建国前には 1931 年の
「中華ソビエト共和国婚姻条例」と 1934 年の「中華ソビエト共和国婚姻法」の両法律がある。 
2　台湾の「中華民国民法典（【親属編】と【継承編】）」（以下、台湾法または台湾民法という）は国民政府が
中国大陸で 1930 年に制定され、翌年施行された。その後、台湾で数回の改正が施されてきた。最近の改
正は 2010 年 5 月である。
3　日本国憲法 14 条 1 項「すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地
により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。」
4　最高裁平四（オ）255 号、平成 7 年 12 月 5 日第三小法廷判決・女性の再婚禁止期間違憲訴訟事件、判例時
報 1563 号 83 頁、「家族判例百選・7 版」12 ～ 13 頁を参照。
5　日本民法は、1896 年に制定された。その内容は主にヨーロッパ法の真似である。
6　台湾民法 987 条には、日本民法 733 条の規定と同じ内容の条文があり、しかし、後述するように、DNA
鑑定の技術の進歩に鑑み、女性人権の擁護を考慮し親族法の改正でこの条文は削除された。










12　台湾民法 1062 条の旧条文は「①子の出生日よりさかのぼり、第 181 日から第 302 日までは、受胎期間と
する。②受胎は前項第 302 日以前にさかのぼってなるものであることが証明できる場合、その期間をもっ
て受胎期間とする。」であり、現行法の第 2 項の条文は次のように「②受胎は前項第 181 日以内又は第 302
日以前にさかのぼってなるものであることが証明できる場合、その期間をもって受胎期間とする。」と改
正された。
13　最高裁平三（ク）143 号、平成 7 年 7 月 5 日大法廷決定・遺産分割審判の抗告決定に対する特別抗告事件、
判例時報 1540 号 3 頁。この大法廷決定については、15 名の裁判官のなかに 14 名が出席し、反対意見者は
5 名であり、すなわち、9 対 5 の構造である。
14　判例時報 1540 号 6 頁
15　判例時報 1540 号 5 頁






18　中華人民共和国最高人民法院【関于貫徹執行《中華人民共和国継承法》若干問題的意見】（1985 年 9 月 11
日　法（民）発〔1985〕22 号）第 42 条「遺言者は異なる形式で内容が互いに抵触する複数の遺言を作っ
たとき、公正証書遺言があれば、最後の作った公正証書遺言を準拠とする。公正証書遺言がなければ、最
後の作った遺言を準拠とする。」
19　劉春茂など編著「実用財産継承 260 問」人民法院出版社・1991 年・181 ～ 182 頁参照。
20　陳棋炎など著「民法継承新論」三民書局・民国 82 年・308 頁参照。
21　水野紀子等編「家族法判例百選［第七版］」有斐閣・2008 年・172 頁
22　日本民法 986 条ないし 989 条
23　中華人民共和国相続法 31 条に「遺贈扶養契約（協議）」の規定があり、この契約の効力について、中国最






24　最高裁昭五四（オ）1208 号、昭和 56 年 9 月 11 日第二小法廷判決・遺言無効確認請求事件、判例時報
1023 号 50 頁、この判決例に対する評釈は「家族法判例百選［第 7 版］」172 ～ 173 頁を参照されたい。
25　家族法判例百選［第 7 版］・有斐閣・2008 年、100 ～ 101 頁の資料を参照されたい。
26　仙台高裁昭五六（ラ）46 号、昭和 56 年 8 月 24 日決定・扶養料請求申立審判即時抗告申立事件、家庭裁判
















りまたは職権によりそれを変更することができる。」ということである。そのほかに、1055 − 1 条の、裁
判所が前条の裁判をするときの注意すべき事項、1055 − 2 条の、父母はともに未成年の子に対する権利の
行使に適合しない場合の監護人の選任など、の追加条文がある。
28　最高裁昭五九（オ）717 号、平成元年 2 月 9 日第一小法廷判決・更正登記手続等請求事件、判例時報 1308
号 118 頁、この判決例に対する評釈は家族判例百選「第 7 版」144 ～ 145 頁を参照されたい。
29　日本民法第 541 条「当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を定めてそ
の履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、契約の解除をすることができる。」
30　東京高裁昭和 52 年 8 月 17 日決定・家庭裁判月報 30 巻 4 号 101 頁、東京地裁昭和 57 年 2 月 25 日判決・
判例時報 1051 号 118 頁
31　判例時報 1308 号 120 頁




ある。2006 年 6 月 21 日に公布され、2007 年 1 月 1 日から施行されることとなった。台湾も同じく、特別
の法律「渉外民事法律適用法」が存在する。
35　中華人民共和国民法通則に「渉外民事関係の法律適用」の章を設け、第 142 条ないし 150 条において規定
する。
36　当該相続法【継承法】は、1985 年 4 月 10 日に制定され、1985 年 10 月 1 日より施行される。
37　日本の「法の適用に関する通則法」第 36 条、台湾の「渉外民事法律適用法」（2010 年に改正）第 58 条に
類似している規定がある。









45　台湾民法第 1073 − 1 条
46　日本相続税法第 15 条
47　日本民法第 742 条、中国婚姻法第 8 条
48　台湾民法第 988 条
49　日本民法第 750 条
50　中国婚姻法第 14 条、台湾民法第 1000 条
51　中国婚姻法第 22 条
52　台湾民法第 1059 条
53　台湾民法第 1078 条、なお、中国の養子縁組法第 24 条に養子の氏については類似規定がある。
54　詳細は、中田裕康編「家族法改正」有斐閣・2010 年、を参照されたい。
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